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【 特 別 寄 稿 】

３法で「子どもを大切にする社会」は実現するか

「教育ＰＲＯ」編集主幹（本会運営委員） 宮坂 政宏

厚生労働省が９月12日公表した「保育所の定員 めの包括的・一元的な制度の構築を進める」こと
や待機児童の状況」調査をみると、待機児童数は をはじめ、「新成長戦略」の中で「幼保一体化の
22,741人ということです。昨年とくらべて 2,084 推進、利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改
人減少したということで、ここ３年連続減少して 革、各種制度・規制の見直しによる多様な事業主
います。とはいえ20,000人以上の待機児、という 体の参入促進等による待機児童解消を図る」こと
のはかなりの数字です。保育所を利用する児童の が閣議決定されています。
数は42,779人増加（３歳未満が29,148人増、３歳 2010年には少子化社会対策基本法に基づく少子
以上は13,631人増）しており、定員を増加しても 化社会対策大綱を改正した「子ども・子育てビジ
なかなか追いつかない状況です。 ョン」が策定されました。このビジョンの柱は、

少子化対策が次から次へと打ち出されています １．子どもの育ちを支え、若者が安心して成長で
が、待機児対策一つとってもおぼつかないのです。 きる社会
だからと言って質の低い施設での保育は首肯でき ２．妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会
ません。また、子育ての「施設化」、が果たして ３．多様なネットワークで子育て力のある地域社
良いことなのかどうなのか、その質の担保こそが 会
今後の課題になると考えられます。 ４．男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ

保育の質については、別稿に譲 （ワーク・ライフ・バランスの実現））
るとして、この稿では、社会保障 この中では『誰もが希望する幼児教育と保育サ
と税の一体改革の下、現在進めら ービスを受けられるように、保育制度改革を含む
れつつある保育施策について簡単 新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な
に述べたい、と思います。 制度の構築をはかるため、すべての子どもの健や

今、申し上げた通り、国の施策として、社会保 かな育ちを基本に置きつつ、社会全体で費用を負
障と税の一体改革の中で、子ども・子育て関連３ 担する仕組みにより財源確保を図りながら検討を
法を成立させ、その基本的な指針を策定するため、 進めること』が盛り込まれていました。
子ども・子育て会議で議論中です。 これらを受けて「幼保一体化を含む新たな次世

代育成支援のための包括的・一元的なシステムに
国における少子化対策、子育て支援の流れ ついて検討を行う」ため「子ども・子育て新シス

まず、国における少子化対策、子育て支援の流 テム検討会議」が発足しました。
れ、３法に至る経緯をざっとおさらいしたいと思 この下に「作業グループ」と、３つの「ワーキ
います。 ングチーム」をおき、その一つ「基本制度ワー

少子化が大きく問題視されだしたのは、今から キングチーム」が2011年７月に中間とりまとめ、
24年も前の、出生率1.57ショックの時代です。そ 2012（平成24）年２月「子ども・子育て新システ
のころから、国の施策としてエンゼルプラン、緊 ムに関する基本制度とりまとめ」を発表。それを
急保育対策、新エンゼルプラン、「待機児童ゼロ 「少子化社会対策会議」で決定事項とし、「子ど
作戦」（2002年）などが打ち出され、2003年には も・子育て新システムに関する基本制度」「子ど
少子化社会対策基本法、次世代育成支援対策推進 も・子育て新システム法案骨子」を策定しました。
法が成立。翌年の少子化社会対策大綱に基づく、 基本制度として、「すべての子どもへの良質な
子ども・子育て応援プラン（2004年）、新しい少 成育環境を保障」し、「子どもを大切にする社
子化対策（2006年）など、次々に施策が出されて 会」､「出産・子育て・就労の希望がかなう社会」、
います。ちなみに、この間、2003年に26,383人い 「仕事と家庭の両立支援で、充実した生活ができ
た待機児は、2007年には17,926人まで減りました。 る社会」、「新しい雇用の創出と、女性の就業促
しかし、その後、再び増加に転じ、2009年には 進で活力ある社会」を実現することを目的として
25,384人と急増、大きな社会問題となってきまし 掲げています。そして、社会全体による子ども・
た。国では待機児が増加に転じた2008年には「新 子育て支援、利用者（子どもと子育て家庭）本位
待機児童ゼロ作戦」をスタートしています。 を基本とした、すべての子ども・子育て家庭に必

もちろん待機児対策のみが少子化対策・子育て 要な良質のサービスの提供、基礎自治体(市町村)
支援ではないのは言うまでもありません。総合的 中心を前提とした住民の多様なニーズに応えるサ
な施策として、社会保障国民会議や社会保障審議 ービスの実現と、政府の推進体制の一元化といっ
会の議論を進めてきました。そして、政権交代後 た方針の下に、制度を構築する、ことをうたって
「明日の安心と成長のための緊急経済対策」で います。前述の「子ども・子育てビジョン」の内
「幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のた 容に沿った制度です。
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都市型「小規模保育」には「高い質」を求めたい

この内容をもとに、３月には通常国会に「子ど ・満３歳未満の子どもを持つ、保育を利用せず家
も・子育て支援法案」、「認定こども園法案」及 庭で子育てを行う家庭・・・子育て支援
び「子ども・子育て支援法及び総合こども園法の というイメージを示しています。
施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」の 引き続き、「教育、保育等の総合的な提供の推
三法案が提出されました。 進に関する法律」の改正について述べたいと思い

６月26日に衆議院社会保障と税の一体改革に関 ます。
する特別委員会及び衆議院本会議で３法案を可決、 認定こども園は、これまで幼保連携型、幼稚園
８月10日に参議院社会保障と税の一体改革に関す 型、保育所型、地方裁量型がありましたが、新た
る特別委員会及び参議院本会議で３法案を可決・ に「幼保連携型認定こども園」を創設。学校教育・
成立し、８月22日には３法を公布しました。 保育及び家庭における養育支援を一体的に提供す

この後、再度、政権交代がありましたが、３法 る施設とします。この施設では満３歳以上児の受
に基づき、今年４月、子ども・子育て会議を発足 入れを義務付けし、標準的な教育時間の学校教育
し基本指針や基準等の検討を進めています。 を提供します。また、保育を必要とする子どもに

は、学校教育に加え、保護者の就労時間等に応じ
子ども・子育て関連３法について て保育を提供します。保育を必要とする満３歳未

それでは、次に、この、子ども・子育て関連３ 満児については、保護者の就労時間等に応じて保
法について、内容を簡単にみていきましょう。 育を提供します。学校教育、児童福祉及び社会福

３法は正しくは「子ども・子育て支援法」「就 祉の法体系において、学校、児童福祉施設及び第
学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提 ２種社会福祉事業として位置づけ、幼稚園と同様
供の推進に関する法律」「子ども・子育て支援法 に、小学校就学前の学校教育を行う学校であるこ
及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合 とを明確にするとともに、小学校教育との連携・
的な提供の推進に関する法律の施行に伴う関係法 接続が必要であることについて明確にすることが
律の整備に関する法律」のことです。順に説明し 謳われています。これまでの幼保連携型が「幼稚
ます。 園は学校教育法に基づく認可、保育所は児童福祉

「子ども・子育て支援法」でのポイントとして 法に基づく認可」「それぞれの法体系に基づく指
は、「給付」を、施設型、地域型保育、児童手当 導監督」「幼稚園・保育所それぞれの財政措置」
としたこと、および、地域子ども・子育て支援事 であったものを、「認定こども園法に基づく単一
業、を盛り込んでいることです。 の認可」「指導監督の一本化」「財政措置は『施

給付については①認定こども園、幼稚園、保育 設型給付』で一本化」することとしています。こ
所を通じた共通の給付（施設型）②小規模保育、 の設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉
家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育（地 法人のみで、株式会社等の参入はできません。他
域型保育）という仕組みを創りました。また、地 の３類型については、施設体系は、現行どおりで、
域子ども･子育て支援事業としては「利用者支援」 財政措置は「施設型給付」で一本化することにな
「地域子育て支援拠点事業」「一時預かり」「乳 っています。
児家庭全戸訪問事業」「養育支援訪問事業その他 先に述べた「子ども・子育て会議」を発足し基
要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業」 本指針や基準等の検討を進めています。８月29日
「ファミリー・サポート・センター事業」「子育 には「幼保連携型認定こども園の認可基準につい
て短期支援事業」「延長保育事業」「病児・病後 て」を発表。現行の幼保連携型認定こども園に適
児保育」「放課後児童クラブ」「妊婦健診」「実 用されている基準を基礎とし、高い「質」を求め
費徴収に係る補足給付を行う事業」「多様な主体 る方向を明らかにしています。
が本制度に参入することを促進するための事業」 質に関して問題になるのは「裁量型」および
などが上げられています。 「地域型保育給付」でしょう。特に待機児童の解

これらについて家庭の状況やニーズに応じ、市 消を図ることを目的とした都市部での「小規模保
町村（実施主体）が子ども・子育て支援事業計画 育等」の質が心配です。「待機児童の解消」は聞
に基づき、計画的に給付対象・事業を整備します。 こえが良いですが、下手
ちなみに家庭の状況やニーズと、対応に関して をすると就学前のこども
・満３歳以上の子どもを持つ、保育を利用せず家 たちの育ちをスポイルし

庭で子育てを行う家庭・・学校教育（幼稚園） かねないだけに、３法の
＋子育て支援 主旨である「幼児期の教

・満３歳以上の子どもを持つ、保育を利用する家 育及び保育が生涯にわた
庭・・・学校教育（幼稚園）＋保育＋放課後児 る人格形成の基礎を培う
童クラブ＋子育て支援 重要なものであること」

・満３歳未満の子どもを持つ、保育を利用する家 を尊重した高い質への配
庭・・・保育＋子育て支援 慮が求められるでしょう。
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